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要 旨

【目的】患者の高齢化，併存症をもつ患者の増加により，在院期間の延長，転院先の受け入れ

困難等が社会的な問題となっている．一方で，急性期疾患を対象とする基幹病院においては在

院日数の短縮が求められており，各病院・施設における医療連携・退院支援部署と連動した病

病・病診連携が重要となっている．本研究の目的は， 2016年から積極的に開始した新潟医療圏

地域包括ケアシステムの構築を目指した病病・病診連携の取り組みとその成果を報告すること

である．

【対象と方法】始めに新潟医療圏における病病・病診連携の現状把握を行った． 2015年5月か

ら10月の6か月間に，新潟大学医歯学総合病院消化器・一般外科で退院支援部署に退院支援依

頼を行った入院患者37名に対して，依頼までの日数，実際の支援日数，在院日数，転帰等を調

査した．その結果を踏まえ， さらにスムーズな連携が行われることを目的として2016年3月に

第1回新潟医療圏地域包括ケア推進協議会を開催した．新潟医療圏11施設の協力を得て，病

病・病診連携を進めていく同意が得られた．
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【結果】 2015年5月から10月の期間での検討では，入院後の退院支援依頼までの日数（中央

値）は18日 （範囲： 1－161日)，在院日数は31日 （14-322日）であった．第1回新潟医療圏

地域包括ケア推進協議会の後， 2016年5月から12月の期間では，退院支援依頼までの日数（中

央値）は6日 （1－71日)，在院日数は29日 （2-101日）であり，第1回新潟医療圏地域包括ケ

ア推進協議会の後で，退院支援依頼までの日数，在院日数が有意に短縮していた(P=0.008,

P=0.048).

【結論】地域包括ケアシステムの構築を目指した我々の取り組みは，入院早期からの退院支援

依頼につながり，在院日数の短縮に寄与している．

キーワード：病病連携病診連携,在院日数,地域包括ケアシステム

急性期疾患を対象としている中で，病床稼働の効

率的な運用を行うためには，スムーズな病病・病

診連携を行うことが重要であると考えた．内科的

慢性疾患は治療経過が長期に及ぶことが多いと考

え， まず始めに外科領域を対象として病病・病診

連携の現状を把握することとした．

緒 言

患者の高齢化，併存症をもつ患者の増加により，

在院期間の延長，転院先の受け入れ困難等が問題

となっている．一方で，急性期疾患を対象とする

病院においては在院日数の短縮が求められてい

る．高度医療を担う病院の医療者は，地域での拠

点たる機能を発揮するために地域全体の医療に責

任を負っており．今後は各病院・施設に向けた人

材派遣・人材交流がさらに重要性を増すことが指

摘されている’)．

2014年6月の国会で「地域における医療及び

介護の総合的な確保を推進するための関係法律の

整備等に関する法律案」が成立したが，その最大

の政策課題は「地域包括ケアシステム」とされて

いる．地域包括ケアシステムとは， 「介護が必要

になっても，住み慣れた地域で，その人らしい自

立した生活を送ることができるよう，医療，介護

予防，生活支援，住まいを包括的かつ継続的に提

供するシステム」のことである2)．

本研究の目的は， 2016年から積極的に我々が開

始した新潟医療圏における地域包括ケアシステム

の構築を目指した病病・病診連携の取り組みとそ

の成果について報告することである．

2．現状把握と第1回新潟医療圏地域包括ケア

推進協議会の開催

2015年5月から10月までに当院消化器・一般

外科に入院し，当院の退院支援部署である地域保

健医療推進部による退院支援介入を行った全37

例を対象に，支援依頼までの日数，支援日数，在

院日数，転帰等を調査した． その結果を踏まえ，

さらにスムーズな連携が行われることを目的とし

て2016年3月2日に第1同新潟医療圏地域包括

ケア推進協議会（以下，協議会）を開催した．

3．協議会開催後の調査

協議会開催後, 2016年5月から12月に当院消

化器・一般外科に入院し， メディカルソーシャル

ワーカー(MSW)の支援を受けた全84例を対象

とし，退院支援依頼までの日数，支援日数，在院

日数，転帰等を調査し，現状把握として行った

2015年5月から10月の結果と比較検討した．

対象と方法

4．統計学的解析

統計解析はSPSSStatistics22softwarepackage

(SPSSJapan,Tokyo,Japan)を用いて行った．臨

床因子に関して,Fisherの直接確率法， カイニ乗

1．取り組みの経緯

新潟大学医歯学総合病院は特定機能病院に位置

付けられ，高度医療への対応が求められている．
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検定,Mann-WhitneyU検定を用いて比較検討を

行った．いずれの解析においても両側検定を行い，

P<0.05を統計学的に有意であると判定した．

MSW依頼までの日数（中央値）は18日 (1-

161日)，支援日数は18日 （3－157日)，在院日数

は31日 （14-322日）であった（表2)．入院対

象となった疾患は食道疾患3例（8.1％)，冑十二

指腸疾患3例（8.1％)，小腸疾患5例（13.5％)，

大腸疾患8例（21．6％） ，肝胆膵疾患18例

(48.6％）であった（表l).転帰としては，在宅

への退院は17例（45．9％） ， 転院が17例

(45.9％)，死亡退院は3例（3.6％）であった

結 果

1． 2015年5月から10月の現状（協議会前）

2015年5月から10月の期間において,MSW

による支援を受けた37例のうち男性は25例，女

性は12例であった．年齢の中央値は74歳（範

囲: 47-90歳）であった（表l) . 入院後の

(表l)

表l患者背景

P値協議会前n=37 協議会後n=84

性別

男性

女性

年齢（歳）

疾患

食道疾患

胃十二指腸疾患

ノj､腸疾患

大腸疾患

肝胆膵脾疾患

転帰

在宅

転院

死亡

0.685

5325

12 31

74＊ （47-90） 73＊ （40-94） 0.736

0.089

103

133

ll5

308

2018

0.808

3417

44I7

63

*中央値（範囲）
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考 察2．協議会の開催

2016年3月2日 （水),新潟大学医学部有壬記

念館にて協議会を開催した．当院を含め13病院，

行政からの参加も得て，計48名の参加のもと開

催された．

新潟医療圏の外科領域において，新潟大学医歯

学総合病院，新潟県立がんセンター新潟病院，新

潟市民病院など急性期，がん治療に重点を置く中

核病院からの一方通行の患者連携ではなく，双方

向性の連携システムを構築していくことで参加施

設，参加者の同意を得た．

高齢社会を迎えている日本において，地域包括

ケアシステムの重要性が言われて久しい． 「地域

包括ケアシステム」とは，地域住民が要介護状態

となっても，必要なサービスを必要な分だけ受け

ることができ，地域に住み続けることができるよ

う，保健サービス，医療サービスおよび在宅福祉

サービス等の福祉サービスが十分に整えられ，そ

れらが連携し，一体的，体系的に提供される仕組

みとされている3)．地域包括ケアの英語表記は

$lThelntegratedCommunityCareSystem''であ

る．神野4)によると， 「包括」は66Comprehensive"

ではなく "Integrated''が用いられており，

6GIntegrated=統合された”が必要である， とされ

ている． したがって， ここで言う 「統合」とは，

超急性期から慢性期，在宅，介護サービスとの統

合に他ならない．

近年，当院一般病棟における在院日数は中央値

で概ね15日程度の推移となっている．消化器・

一般外科領域で退院支援を依頼するような症例

は，重症症例であることが多いが，在院日数の中

央値が31日であり，長期入院となっていること

は事実である．そこで医師や看護師， メディカル

スタッフの意識改革,MSWを通じたスムーズな

病病・病診連携により在院期間の短縮につながる

ような試みはできないかと考えた．

当院は特定機能病院であり，高度医療に対応し

た総合病院である． したがって，重篤で併存症を

3．協議会開催後の検討

協議会が終了し，新潟医療圏の関係施設への周

知が行き届いたと考えられる2016年5月から12

月の期間での検討を行った.MSWによる支援を

受けた84例のうち男性は53例，女性は31例で

あった．年齢の中央値は73歳(40-94歳）であ

った． 入院対象となった疾患は食道疾患10例

(11.9％)，冑十二指腸疾患13例（15.5％)，小腸

疾患11例（13.1％)，大腸疾患30例（35.7％)，

肝胆膵疾患20例（23.8％）であった（表l).転

帰としては，在宅への退院は34例（40.5％)，転

院が44例（52.4％)，死亡退院は6例（7.1％）

であった（表l).MSW支援依頼までの日数（中

央値）は6日 （1－71日)，在院日数は29日 （2－

101日）であり，協議会後で両者ともに有意に短

縮していた(P=0.008,P=0.048)(表2).

表2協議会前後における検討

協議会前n=37 協議会後n=84 P値

支援依頼までの日数(B) 18* (1-161) 6* (1-71)

支援日数(B) 18* (3-157) 16* (1-67)

在院日数（日) 31*(14-322) 29* (2-101)

0.008

0.306

0.048

*中央値（範囲）
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持つ高齢患肯が多く， ,練'性期を過ぎた状態になっ

ても''1宅退院が困難であったり，紺院先の雌保に

難渋したりすることをしばしば経験する．蛎院先

の施設が安心して連携を受け入れるためには，旭

荷の全身状態が燗悪した場合の（､ソクアップ体附ll

の保障が必要であると考えた．

そこで， 2016年3）’2 1 1に協議会を|ﾙl樅し，新

潟医療|巻|の外科医療をlllう iﾐな施設， さらに行政

からも参DIIいただき，総勢48名の参りllのもと，狐

方向性の慰者連携をｲ｣息っていくことで| ' il意を御

た．施設によって受け入れ条1'|:が杵干災なってい

たが，当院を含めた各施I没の'|1'i報が共ｲ』できたこ

と，比較的どの施投においても受け入れ体ilillが終

っていることが確認された. l"lliのみならず，符

施設におけるMSWや‘11務職iiの参"I Iがあり，顔

の兇えるl4l係椛築として重要であったと考える．

ll l越5)は， イI宅患行の療養を長191に支援するた

めには， ｜ |指すべきIﾘl碓な蠅念を多職禰に|ﾘl示す

ることが不叩I欠であり， 1櫛演会などを通じて繰り

返しII|1解の促進をIxIることが重要であると述べて

いる．

本｛iⅡ究では，退院支援部署による支援を受けた

､'il"i'i化器・一般外科患者の動向が，協議会の前

後でどのように変化したかを検向､Iした. i,'i果とし

て，協縦会I)1には退院支擬部署への支援依瓶に18

1 1を甥していたが，協議会後には611と短縮して

おり， ！#期介人に対する当院の医師，石護帥など

の意I紬が変化したものと号える．高齢あるいは重

り,i恕者の将来的な秘〃II}を考慮し, I1I期に退院支援

部将の介入を受けることが萌要であるという認識

潟医療圏地域包括ケ (外科領域）
－

一

一

I
’

図l "1 1' '|新潟|災旅|を|地域包椚ケア樅進協餓会での承,i,M|IF項

新潟|災療|を|外科彼城における地域包椚ケアシステム描築に向けた双方ln1性

患尚連携のli崎胤がなされた．
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また，槁を終えるにあたり，ご協力をいただきました

関係各位の皆さまに深謝いたします．

が浸透してきたものと思われる．実際に協議会の

後では在院日数が31日から29日へと短縮してお

り，アウトカムにつながる有意義な介入が行われ

ていた．支援日数については統計学的な差を認め

なかったが，協議会後には支援介入日数が100日

を超えるような症例が無くなった．連携施設間で

の意識が高まり，受け入れがスムーズになってい

ることを示唆していると考える．

地域包括ケアのあるべき姿は，在宅を中心とし

た統合システムであり，病院， 自宅，介護の全て

を最適に回してくことが肝要である．そのために

は，強いガバナンスを持って指示する役割と情報

の共有が重要とされる．その役割は， これまでの

臓器別専門医には担えず，介護保険制度に精通し

たリーダーシップを発揮できる人物が適当である

とされる．そのような人材を育成することが将来

的に極めて重要な課題である5)．

第1回新潟医療圏地域包括ケア推進協議会参加ご

施設：

新潟大学医歯学総合病院新潟県立がんセンター

新潟病院新潟市民病院，済生会新潟第二病院

新潟医療センター， 日本歯科大学新潟病院・日本

歯科大学医科病院，新潟臨港病院，新潟南病院，

信楽園病院，木戸病院，桑名病院，新潟県立加茂

病院，新潟県立吉田病院，新潟県庁．
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結
垂
調

新潟医療圏の外科領域における地域包括ケアシ

ステム構築を目指す我々の取り組みを紹介した．

これらの取り組みにより，当院消化器・一般外科

では，入院早期からのMSWへの支援依頼が行わ

れ，支援を必要とする重症患者の在院日数の短縮

が実現した．
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